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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。 

２．第33期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

３．第32期中、第32期、第33期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が

ないため記載しておりません。 

４．第33期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式がないた

め、第34期中については１株当たり中間純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

５．平成18年９月１日付をもって、株式１株を1.1株に分割しております。なお、第33期の１株当たり当期純利

益金額は、株式分割が期首に行われたものとして計算しております。 

回次 第32期中 第33期中 第34期中 第32期 第33期 

会計期間 

自平成16年 
10月１日 

至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
10月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
10月１日 

至平成19年 
３月31日 

自平成16年 
10月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成17年 
10月１日 

至平成18年 
９月30日 

売上高（百万円） 27,714 28,841 28,470 50,492 52,290 

経常利益（百万円） 2,756 3,724 1,774 4,064 4,790 

中間（当期）純利益又は中間純損

失（△）（百万円） 
1,538 1,408 △29 2,199 2,057 

純資産額（百万円） 40,550 42,337 48,863 41,155 42,660 

総資産額（百万円） 56,798 58,413 75,643 52,887 54,343 

１株当たり純資産額（円） 1,806.59 1,891.08 1,677.42 1,836.75 1,732.42 

１株当たり中間（当期）純利益金

額又は１株当たり中間純損失金額

（△）（円） 

68.52 62.89 △1.07 96.52 83.54 

潜在株式調整後１株当たり中間 

（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 71.4 72.5 64.6 77.8 78.6 

営業活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
4,828 5,282 3,928 3,300 4,710 

投資活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
△3,429 △5,159 △698 △5,622 △6,250 

財務活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
△281 △293 △390 △573 △588 

現金及び現金同等物の中間期末 

（期末）残高（百万円） 
9,059 5,000 9,493 5,164 3,041 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］(人) 

982 

[829] 

1,000 

[938] 

1,042 

[981] 

1,012 

[833] 

1,080 

[923] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第33期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第32期中、第32期、第33期中、第33期につ

いては潜在株式が存在しないため、第34期中については１株当たり中間純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

４．平成18年９月１日付をもって、株式１株を1.1株に分割しております。なお、第33期の１株当たり当期純利

益金額は、株式分割が期首に行われたものとして計算しております。 

回次 第32期中 第33期中 第34期中 第32期 第33期 

会計期間 

自平成16年 
10月１日 

至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
10月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
10月１日 

至平成19年 
３月31日 

自平成16年 
10月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成17年 
10月１日 

至平成18年 
９月30日 

売上高（百万円） 27,080 28,058 27,586 49,169 50,653 

経常利益（百万円） 2,739 3,510 1,787 4,043 4,444 

中間（当期）純利益又は中間純損

失（△）（百万円） 
1,528 1,213 △30 2,187 1,774 

資本金（百万円） 5,305 5,305 5,305 5,305 5,305 

発行済株式総数（千株） 22,456 22,456 31,146 22,456 24,702 

純資産額（百万円） 40,517 42,068 48,562 41,163 42,336 

総資産額（百万円） 56,671 58,024 67,745 52,805 53,892 

１株当たり純資産額（円） 1,805.09 1,874.31 1,665.49 1,832.55 1,714.89 

１株当たり中間（当期）純利益金

額又は１株当たり中間純損失金額

（△）（円） 

68.07 54.07 △1.11 96.06 71.86 

潜在株式調整後１株当たり中間 

（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） 13.00 13.00 10.00 26.00 26.00 

自己資本比率（％） 71.5 72.5 71.7 78.0 78.6 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］(人) 

957 

[679] 

973 

[764] 

1,010 

[786] 

984 

[675] 

1,049 

[741] 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において持分法適用関連会社であった㈱フタタは平成18年12月16日効力発生の株式交換に伴い

完全子会社（連結子会社）となりました。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員（１人当たり平均８

時間換算）を外数で記載しております。 

２．管理部門は、紳士服事業部門に含めております。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間会計期間の平均人員（１人当たり平均８時間換

算）を外数で記載しております。 

(3）労働組合の状況 

    当社には、平成19年２月、組合として全国一般労働組合全国協議会東京東部労働組合コナカ支部（以下「コナカ

支部」）が結成され、コナカ支部との間の団体交渉を通じ確認書を締結したうえで、労使間の諸問題につき団体交

渉を継続しております。団体交渉においては、労使が十分意思疎通をはかり、健全かつ安定的な労使関係の構築を

目指して努力しております。 

なお、子会社㈱フタタにはＵＩゼンセン同盟フタタ労働組合が結成されており、その他の子会社については労働

組合が結成されておりませんが、労使関係は円満に推進しており、特記すべき事項はありません。 

  平成19年３月31日現在

事業部門の名称 従業員数（人） 

紳士服事業部門 1,010 (786) 

レストラン事業部門 32 (195) 

合計 1,042 (981) 

  平成19年３月31日現在

従業員数（人） 1,010 (786) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間における我が国経済は、若干の先行き不安感があるものの、企業収益の改善を背景に設備投

資や輸出の増加とともに、雇用情勢や所得環境の改善により緩やかに拡大しました。 

小売業界におきましては、暖冬による影響や大型商業施設の新設など業種・業態を超えた企業間競争の影響等

により、依然として厳しい経営環境が続いております。 

このような経営環境のもと、当社グループは平成18年12月に九州を地盤としてドミナントを形成している㈱フ

タタと経営統合の運びとなり、基幹事業である紳士服事業部門に厚みを増すことができ、一層お客様にレベルの高

いファッションを提案させていただくことが可能となりました。 

商品面につきましては、秋冬の主力商品としてウールマークカンパニーとの共同開発により、軽く、暖かく、着

心地の良い「エアーフィット」スーツ・ジャケットをコナカグループ全店にて販売をし、大ヒット商品となりまし

た。 

営業面につきましては、新規顧客の開拓として、より幅広いお客様にご来店いただくためにレディース関連商

品を取扱い始めた結果、新規に女性客の増加がはかれることとなりました。 

また、新業態であるカスタムオーダーショップ、スマートクロージングＯ・Ｓ・Ｖを駅前ターミナルやＳＣ等

に出店し、今まで比較的集客の出来ていなかった30～40代の方々や個性を重視した顧客層の開拓に取組み始めまし

た。 

店舗につきましては、移転・建替増床４店舗を含め19店舗の新規出店と既存店舗の活性化をはかる店舗改装及

びレディース関連商品の投入に伴う改装を含め92店舗の改装を実施いたしました。一方、契約満了や立地環境の変

化に伴う不採算店の移転・建替を含め６店舗の閉鎖を行い、店舗効率の改善に努めました。この結果、当中間連結

会計期間末の営業店舗数は31都府県にわたり440店舗となりました。 

レストラン事業部門におきましては、「スペースクリエイト自遊空間」の５号店を出店いたしました。お客様

に、“あなたの遊びがきっと見つかる。遊びの創造空間！”をコンセプトに、新たなアミューズメント施設として

幅広いニーズに受け入れられ、業績は順調に推移しております。 

サンマルク・半田屋につきましては、引き続きサービスの質を重視することは勿論、外食業界において重要性

が高まっております食品の安全性に十分配慮し、お客様に安心して、美味しいお食事を楽しんで頂けるよう努めて

まいりました。 

自遊空間につきましては、ハイスペックＰＣに人気オンラインゲームの導入や、多種多様なコンテンツの導

入、また、フリードリンクやフードメニューの充実を図ることによりリピート客の来店頻度の向上、新規客の積極

的な獲得と、販売促進の強化により、順調に推移しております。 

「スペースクリエイト自遊空間」を１店舗新規出店しました結果、当事業年度末の店舗数は14店舗となりまし

た。 

これらの結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高 284億70百万円（前年同期比 1.3％減）、経常利益 17億

74百万円（前年同期比 52.4％減）、中間純損失 29百万円（前年同期は中間純利益 1,408百万円）となりまし

た。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、売上債権の増加や

新規出店に伴う有形固定資産の取得及び自己株式の取得による支出等により一部相殺されたものの、仕入債務の増

加や長期借入金による収入及び連結範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増加等により、当中間連結会計期間末

の資金残高は94億93百万円（前年同期比 44億93百万円増）となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は39億28百万円（前年同期比 13億54百万円収入減）となりました。これは主に

仕入債務の増加24億69百万円、減価償却７億31百万円、過年度人件費７億29百万円によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動により使用した資金は６億98百万円（前年同期比 44億61百万円支出減）となりました。これは主に

定期預金の預入と払戻の差額11億10百万円の収入及び新規出店に伴う有形固定資産の取得12億33百万円、出店仮

勘定の支出２億60百万円、貸付による支出２億８百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動により使用した資金は３億90百万円（前年同期比 97百万円支出増）となりました。これは主に長期

借入金の収入34億円あったものの、自己株式の取得による支出33億円及び配当金の支払が３億20百万円あったこ

とによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産、受注実績 

 該当事項はありません。 

(2）仕入実績 

 （注）１．重衣料……スーツ・フォーマル・イージーオーダー・コート 

２．中衣料……ジャケット・スラックス・ブルゾン 

３．軽衣料……カジュアル・ワイシャツ・ネクタイ他 

４．その他……補正代等 

５．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 （注）１．重衣料……スーツ・フォーマル・イージーオーダー・コート 

２．中衣料……ジャケット・スラックス・ブルゾン 

３．軽衣料……カジュアル・ワイシャツ・ネクタイ他 

４．その他……補正代、ポイント引当金繰入額等 

５．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門の名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

 

重衣料（百万円） 6,757 91.3 

中衣料（百万円） 1,761 104.8 

軽衣料（百万円） 3,544 96.0 

その他（百万円） 365 103.5 

紳士服事業部門（百万円） 12,429 94.7 

レストラン事業部門（百万円） 257 106.1 

合計（百万円） 12,686 94.9 

事業部門の名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

 

重衣料（百万円） 16,356 97.0 

中衣料（百万円） 3,508 100.9 

軽衣料（百万円） 7,350 100.0 

その他（百万円） 371 100.3 

紳士服事業部門（百万円） 27,586 98.3 

レストラン事業部門（百万円） 883 112.9 

合計（百万円） 28,470 98.7 



３【対処すべき課題】 

(1）株式会社フタタとの統合効果の早期具体化 

 当社グループは平成18年12月 株式交換による経営統合後、商品の一本化やコンピューターシステムの統合を推

し進めてまいりましたが、今後は営業力・商品力・店舗開発力の革新をはかり、顧客に選ばれ続ける強い競争力を

つけると同時に、シェア拡大に向け積極的に出店してまいります。 

 また、紳士服小売業界を取り巻く環境は、競争激化の中で企業としての独自のアイデンティティーの確立を要求

されております。顧客ニーズも多様化しており、価格・品質・ファッション性の追求を高い感性で実現する事が課

題となっております。 

(2）コンプライアンス経営の強化 

 コンプライアンス重視の経営をより一層推し進めるために、コンプライアンス室を新たに設置し、コンプライア

ンス及びリスク管理の徹底をはかります。全従業員が事業活動に伴う関係諸法令の遵守を徹底する体制を一層強化

し、当社グループの経営の健全性を確保してまいります。この活動は今後のグループ戦略に必要なものと考えてお

り、法令遵守は当然のことではありますが、活動を通じて実際の業務プロセスの改善を行うことも目的としており

ます。コンプライアンスを中心にＣＳＲの追求により企業の信頼度やイメージ向上をはかってまいります。 

(3）業務改革の強化と収益力の向上 

当社グループは、コンプライアンス経営と収益力の飛躍的な向上を実現することを目標に、徹底した業務改革に

取り組んでおります。従業員の労働環境を整備しつつ、作業効率のアップ、店舗ネットワークの活用をはかり、店

舗従業員がお客様の接客対応業務に集中できるような環境作りや組織作りにスピード改革を実現し収益力を向上さ

せます。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当社は、平成18年８月19日開催の取締役会において、㈱フタタを株式交換により完全子会社とすることについて決

議し、同日付で株式交換契約を締結いたしました。同契約は平成18年12月16日に株式交換が実施されております。こ

の株式交換の目的、条件、株式交換完全子会社となる㈱フタタの株式１株に割り当てられる株式交換完全親会社とな

る㈱コナカの株式の数及び㈱フタタの概要等については、「第５ 経理の状況 １．中間連結財務諸表等 (1）中間

連結財務諸表 注記事項（企業結合等関係）」に記載のとおりであります。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間における設備の主な増加は、次のとおりであります。 

（1）提出会社 

事業所名 所在地 事業部門 
設備
の内
容 

帳簿価額（百万円） 
従業
員数 
(名) 

開店年月
建物及び
構築物 

機械装
置及び
運搬具

器具備
品 

土地 
その他 合計 

金額 面積（㎡）

（新規出店）                        

紳士服のコナカ                        

湯河原店 
神奈川県足柄

下郡 

紳士服

事業 

店舗

設備 
25 － 9 － － 14 49 2 

平成18

年10月 

飯能店 埼玉県飯能市 
紳士服

事業 

店舗

設備 
95 － 8 195 1,524.6 － 299 2 

平成18

年10月 

古川駅東店 宮城県大崎市 
紳士服

事業 

店舗

設備 
114 － 9 132 2,027.0 － 256 2 

平成18

年10月 

石巻蛇田店 宮城県石巻市 
紳士服

事業 

店舗

設備 
107 － 8 24 

(1,759.0)

2,066.9 
2 142 2 

平成18

年10月 

白石店 宮城県白石市 
紳士服

事業 

店舗

設備 
4 － 5 － 

(1,349.7)

1,349.7 
69 78 1 

平成18

年10月 

盛岡西バイパス店 岩手県盛岡市 
紳士服

事業 

店舗

設備 
113 － 10 － 

(2,358.0)

2,358.0 
8 132 3 

平成18

年10月 

水戸内原店 茨城県水戸市 
紳士服

事業 

店舗

設備 
25 － 10 － 

(1,715.9)

1,715.9 
88 124 3 

平成18

年10月 

新潟河渡店 
新潟県新潟市

東区 

紳士服

事業 

店舗

設備 
29 － 10 － － 4 44 2 

平成18

年11月 

三郷インター店 埼玉県三郷市 
紳士服

事業 

店舗

設備 
130 － 9 － 

(1,708.0)

1,708.0 
11 152 2 

平成18

年12月 

浦和美園店 
埼玉県さいた

ま市緑区 

紳士服

事業 

店舗

設備 
121 － 8 － 

(1,717.2)

1,717.2 
10 139 2 

平成18

年12月 

富士吉田店 
山梨県富士吉

田市 

紳士服

事業 

店舗

設備 
113 － 9 － 

(1,955.0)

1,955.0 
2 126 2 

平成19

年３月 

SUIT SELECT21                        

池袋西口店 東京都豊島区 
紳士服

事業 

店舗

設備 
48 － 10 － － 96 154 3 

平成18

年10月 

心斎橋店 
大阪府大阪市

中央区 

紳士服

事業 

店舗

設備 
20 － 4 － － 52 78 2 

平成19

年３月 

Ｏ・Ｓ・Ｖ 

ONE'S STYLE in VOGUE 
                       

なんば店  
大阪府大阪市

中央区 

紳士服

事業 

店舗

設備 
12 － 11 － － 28 53 2 

平成19

年３月 

（店舗建替）                        

紳士服のコナカ                        

伊勢崎店 
群馬県伊勢崎

市 

紳士服

事業  

店舗

設備 
12 － 8 － 

(1,958.2)

1,958.2 
88 110 2 

平成18

年10月 

白河店 
福島県西白河

郡 

紳士服

事業 

店舗

設備 
15 － 8 － 

(1,340.1)

1,340.1 
72 96 2 

平成18

年10月 

 



（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．土地面積の内（ ）内の数字は賃借部分で内数であります。また、商業施設及びビルのテナントとなっている

店舗については、土地面積は表示しておりません。 

３．帳簿価額の内「その他」は、敷金、保証金、長期貸付金等の合計であります。 

４．従業員数には、臨時雇用者を含んでおりません。 

（2）国内子会社 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．土地面積の内（ ）内の数字は賃借部分で内数であります。 

３．帳簿価額の内「その他」は、敷金であります。  

４．従業員数には、臨時雇用者を含んでおりません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

（1）重要な設備の変更 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した設備計画について、重要な変更はありません。 

（2）重要な設備計画の完了 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった設備計画の内完了したものは、「1．主要な

設備の状況」の項に記載のとおりであります。 

事業所名 所在地 事業部門
設備
の内
容 

帳簿価額（百万円） 
従業
員数 
(名) 

開店年月
建物及び
構築物 

機械装
置及び
運搬具

器具備
品 

土地 
その他 合計 

金額 面積（㎡）

（店舗改修）                        

紳士服のコナカ                        

曳舟店 東京都墨田区 
紳士服

事業 

店舗

設備 
7 － 4 － － 8 20 3 

平成19

年３月 

Ｏ・Ｓ・Ｖ 

ONE'S STYLE in VOGUE 
                       

淀屋橋店 
大阪府大阪市

中央区 

紳士服

事業 

店舗

設備 
9 － 13 － － － 23 2 

平成19

年２月 

合計 1,008 － 162 352 
(15,861.1)

19,720.6 
558 2,081 39  

会社名 
事業所名 

（所在地） 
事業部
門  

設備の
内容 

帳簿価額（百万円） 

従業
員数 
(名) 

開店年月建物及
び構築
物 

機械装置
及び運搬

具 
器具備品

土地 

その他 合計 
金額 

面積
（㎡） 

  （店舗新設） 

レスト

ラン事

業 

                   

コナカエンター

プライズ㈱ 

スペースクリエ

イト 自遊空間 

福岡東店 

（福岡県福岡市

東区） 

店舗

設備 
27 0 20 － － 7 55 1 

平成19

年１月 



（3）重要な設備の新設等 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、改修についての計画は、次のとおりであり

ます。 

①提出会社 

（注）１．予算金額、既支払金額、今後の所要資金には、敷金・保証金等を含んでおります。 

２．今後の所要資金835百万円につきましては、自己資金により充当する予定であります。 

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

（4）重要な設備の除却等 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な除却等はありません。 

事業所名 設備の内容 所在地 
売場面積
（㎡） 

予算金額
（百万円）

既支払額
（百万円）

今後の所
要資金 
（百万円）

着工予定年月 開店予定年月 

紳士服のコナカ                

静岡城北店   店舗新設 静岡県静岡市葵区 480 106 50 56 平成19年２月 平成19年４月 

ぐりーんうぉーく

多摩店 
 店舗新設 東京都八王子市 430 64 9 54 平成19年３月 平成19年４月 

横浜西口本店  店舗新設 
神奈川県横浜市西

区 
500 122 78 43 平成19年４月 平成19年４月 

泉大津店  店舗新設 大阪府泉大津市 630 131 61 70 平成19年２月 平成19年４月 

国分寺並木店  店舗新設 東京都国分寺市 600 123 13 110 平成19年２月 平成19年４月 

紳士服のコナカ 

 店舗新設 
神奈川県横浜市都

筑区 

 

160 43 117 平成19年３月 平成19年４月 

港北ノースポート

モール店  
672 

SUIT SELECT21  

港北ノースポート

モール店 
345

Ｏ・Ｓ・Ｖ  

ONE'S STYLE in VOGUE 
 

港北ノースポート

モール店 
127

第35期以降  店舗新設 － － 409 26 383 － － 

合計 1,118 282 835 － － 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）１．平成18年12月16日を効力発生日とする㈱フタタとの株式交換によるものであります。 

 ２．株式交換比率は㈱フタタ株式１株につき23分の10株であります。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 60,000,000 

計 60,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年６月14日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 31,146,685 31,146,685 
東京証券取引所市場第

一部 
－ 

計 31,146,685 31,146,685 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

平成18年12月16日 6,444,000 31,146,685 － 5,305 9,975 14,745 



(5）【大株主の状況】 

（注）１．上記 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）のうち、信託業務に係る株式数は、1,112千株で

あります。 

２．上記 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）のうち、信託業務に係る株式数は、1,074千株であり

ます。 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,200株（議決権の数42個）及び子会社

㈱フタタ名義の株式が28,500株（議決権個数285個）含まれております。 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社コナカ 神奈川県横浜市戸塚区品濃町517番地2 1,988 6.38 

湖中 謙介 神奈川県鎌倉市 1,523 4.89 

湖中 博達 神奈川県鎌倉市 1,490 4.78 

コナカ従業員持株会 神奈川県横浜市戸塚区品濃町517番地2 1,290 4.14 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目8-11 1,114 3.57 

有限会社ワイアンドイー 福岡県福岡市中央区大濠2丁目9ー17 1,086 3.48 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11-3 1,074 3.45 

湖中 安夫 神奈川県鎌倉市 1,063 3.41 

甲陽ハウジング有限会社 兵庫県西宮市甲陽園西山町2-22 798 2.56 

昭和住宅株式会社 兵庫県加古川市平岡町新在家117 783 2.51 

計 － 12,215 39.21 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,988,300 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 29,033,000 290,330 － 

単元未満株式 普通株式  125,385 － － 

発行済株式総数 31,146,685 － － 

総株主の議決権 － 290,330 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1）取締役の状況 

① 役職の異動 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社コナカ 

神奈川県横浜市戸

塚区品濃町517番

地2 

1,988,300 － 1,988,300 6.38 

計 － 1,988,300 － 1,988,300 6.38 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

高（円） 1,838 1,725 1,762 1,757 1,559 1,516 

低（円） 1,651 1,320 1,586 1,493 1,410 1,282 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役 

商品本部 

物流センター

担当 

取締役 
管理本部 

総務部長 
湖中 博達 平成19年２月６日 

 （注）１．取締役 湖中博達は取締役会長 岸下武雄の義子であります。 

２．当社では執行役員制度を導入しております。前事業年度の有価証券報告書提出日後、当該半期報告書の提

出日までの執行役員の異動は、次の通りであります。 

(2）執行役員の状況 

① 役職の異動 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

執行役員 

営業本部 

店舗運営部 

統括ブロック長 

執行役員 
東戸塚総本店 

総店長 
亀崎 達也 平成19年４月11日 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年10月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年10月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

(3）当社の中間連結財務諸表及び中間財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で記載して

おりましたが、当中間連結会計期間及び当中間会計期間より百万円単位で記載することに変更しました。なお、比

較を容易にするため、前中間連結会計期間、前連結会計年度、前中間会計期間及び前事業年度についても百万円単

位に組替え表示しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年10月１日から平成18年３月31日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成17年10月１日から平成18年３月31日まで）の中間財務諸表並び

に当中間連結会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平

成18年10月１日から平成19年３月31日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けており

ます。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
（平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年３月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成18年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金     7,420     10,313     4,971  

２．受取手形及び売掛
金     1,477     1,974     902  

３．たな卸資産     12,053     14,098     10,984  

４．繰延税金資産     366     892     339  

５．その他     345     1,292     346  

 貸倒引当金     △0     △0     △0  

流動資産合計     21,662 37.1   28,571 37.7   17,543 32.3 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

(1)建物及び構築物 ※２   9,591     13,473     9,646  

(2)機械装置及び運
搬具     64     63     59  

(3)器具備品     1,574     2,018     1,466  

(4)土地 ※２   7,442     11,518     7,449  

(5)建設仮勘定     218     94     319  

有形固定資産合計     18,892 32.3   27,168 36.0   18,941 34.9 

２．無形固定資産                    

(1)のれん     －     89     100  

(2)電話加入権     46     65     46  

(3)その他     409     327     366  

無形固定資産合計     456 0.8   482 0.6   513 0.9 

３．投資その他の資産                    

(1)投資有価証券     3,988     2,856     4,057  

(2)長期貸付金     1,897     1,949     1,822  

(3)敷金・保証金     9,947     12,477     9,717  

(4)繰延税金資産     284     492     343  

(5)その他     1,301     1,761     1,420  

 貸倒引当金     △17     △115     △17  

投資その他の資産
合計     17,402 29.8   19,421 25.7   17,343 31.9 

固定資産合計     36,750 62.9   47,071 62.3   36,799 67.7 

資産合計     58,413 100.0   75,643 100.0   54,343 100.0 

                     
 



   
前中間連結会計期間末 
（平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年３月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成18年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形及び買掛
金     9,454     10,427     5,659  

２．１年内返済予定長
期借入金      －     680     －  

３．未払金     344     1,347     123  

４．未払費用     1,198     1,394     891  

５．未払法人税等     1,630     1,188     1,312  

６．未払消費税等     88     192     201  

７．賞与引当金     407     911     428  

８．役員賞与引当金      －     －     35  

９．その他     478     446     426  

流動負債合計     13,604 23.3   16,589 21.9   9,079 16.7 

Ⅱ 固定負債                    

１．長期借入金     －     2,550     －  

２．長期未払金      －     880     －  

３．繰延税金負債      －     77     －  

４．退職給付引当金     784     908     805  

５．役員退職慰労引当
金     800     120     815  

６．ポイント引当金     677     937     746  

７．負ののれん      －     4,264     －  

８．長期預り保証金     199     443     227  

９．その他     10     9     9  

固定負債合計     2,471 4.2   10,191 13.5   2,604 4.7 

負債合計     16,075 27.5   26,780 35.4   11,683 21.4 

                     

（資本の部）                    

Ⅰ 資本金     5,305 9.1   － －   － － 

Ⅱ 資本剰余金     4,770 8.2   － －   － － 

Ⅲ 利益剰余金     31,490 53.9   － －   － － 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金     828 1.4   － －   － － 

Ⅴ 自己株式     △56 △0.1   － －   － － 

資本合計     42,337 72.5   － －   － － 

負債・資本合計     58,413 100.0   － －   － － 

                     
 



   
前中間連結会計期間末 
（平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年３月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成18年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     － －   5,305 7.0   5,305 9.8 

２．資本剰余金     － －   14,745 19.5   4,770 8.8 

３．利益剰余金     － －   31,497 41.6   31,847 58.6 

４．自己株式     － －   △3,359 △4.4   △60 △0.1 

株主資本合計     － －   48,188 63.7   41,863 77.1 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評
価差額金 

    － －   674 0.9   796 1.5 

評価・換算差額等合
計 

    － －   674 0.9   796 1.5 

純資産合計     － －   48,863 64.6   42,660 78.6 

負債純資産合計     － －   75,643 100.0   54,343 100.0 

                     



②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 ※１   28,841 100.0   28,470 100.0   52,290 100.0 

Ⅱ 売上原価     12,356 42.8   12,275 43.1   22,195 42.4 

 売上総利益     16,484 57.2   16,194 56.9   30,094 57.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※２   13,347 46.3   14,760 51.9   26,302 50.3 

 営業利益     3,137 10.9   1,434 5.0   3,791 7.3 

Ⅳ 営業外収益                    

１．受取利息   22     28     49    

２．受取配当金   0     3     14    

３．仕入割引   54     56     96    

４．賃貸料収入   50     68     105    

５．通貨スワップ評価
益   211     79     302    

６．為替差益   －     43     －    

７．持分法による投資
利益   170     22     286    

８．雑収入   92 601 2.0 53 356 1.3 161 1,016 1.9 

Ⅴ 営業外費用                    

１．支払利息   2     12     4    

２．雑損失   11 13 0.0 3 16 0.1 12 17 0.0 

経常利益     3,724 12.9   1,774 6.2   4,790 9.2 

Ⅵ 特別利益                    

１．固定資産売却益  ※３ －     －     0    

２．貸倒引当金戻入額   －     0     －    

３．賃貸借契約解約
金    － － － － 0 0.0 200 200 0.4 

Ⅶ 特別損失                    

１．固定資産除却損 ※４ 98     41     173    

２．固定資産売却損  ※５ －     －     0    

３．減損損失  ※６ 847     627     891    

４．過年度人件費   － 945 3.3 729 1,397 4.9 － 1,065 2.1 

税金等調整前中間
（当期）純利益     2,779 9.6   377 1.3   3,925 7.5 

法人税、住民税及
び事業税   1,563     1,041     2,094    

法人税等調整額   △192 1,371 4.7 △635 406 1.4 △226 1,868 3.6 

中間（当期）純利
益又は損失(△)     1,408 4.9   △29 △0.1   2,057 3.9 

                     



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高     4,770 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

１．自己株式処分差益   － － 

Ⅲ 資本剰余金中間期末残
高 

    4,770 

       

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高     30,381 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．中間純利益   1,408  

２．持分法適用会社の増
加に伴う利益剰余金
増加高 

  25 1,433 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金   291  

２．役員賞与   33 324 

Ⅳ 利益剰余金中間期末残
高 

    31,490 

       



中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自 平成18年10月１日 至 平成19年３月31日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

5,305 4,770 31,847 △60 41,863 

中間連結会計期間中の変動額          

新株の発行   9,975     9,975 

剰余金の配当     △320   △320 

中間純損失     △29   △29 

自己株式の取得       △3,300 △3,300 

自己株式の処分   △0   0 0 

持分変動に伴う自己株式の減
少  

      0 0 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

        － 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ 9,975 △349 △3,299 6,325 

平成19年３月31日 残高 
（百万円）  

5,305 14,745 31,497 △3,359 48,188 

 

評価・換算差額等 

純資産合計その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計

平成18年９月30日 残高 
（百万円）  

796 796 42,660 

中間連結会計期間中の変動額      

新株の発行   － 9,975 

剰余金の配当   － △320 

中間純損失   － △29 

自己株式の取得   － △3,300 

自己株式の処分   － 0 

持分変動に伴う自己株式の減少    － 0 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△122 △122 △122 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△122 △122 6,202 

平成19年３月31日 残高 
（百万円）  

674 674 48,863 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年９月30日 残高 
（百万円）  

5,305 4,770 30,381 △55 40,402 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（利益処分）     △291   △291 

剰余金の配当（中間配当）     △291   △291 

利益処分による役員賞与の支
給  

    △33   △33 

当期純利益     2,057   2,057 

自己株式の処分       △4 △4 

自己株式の処分   0   0 0 

持分法適用会社の増加に伴う利
益剰余金増加額  

    25   25 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

        － 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ 0 1,465 △4 1,461 

平成18年９月30日 残高 
（百万円）  

5,305 4,770 31,847 △60 41,863 

 

評価・換算差額等 

純資産合計その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計

平成17年９月30日 残高 
（百万円）  

753 753 41,155 

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当（利益処分）   － △291 

剰余金の配当（中間配当）   － △291 

利益処分による役員賞与の支給    － △33 

当期純利益   － 2,057 

自己株式の取得   － △4 

自己株式の処分   － 0 

持分法適用会社の増加に伴う利益
剰余金増加額  

  － 25 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

43 43 43 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

43 43 1,504 

平成18年９月30日 残高 
（百万円）  

796 796 42,660 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日)

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

       

税金等調整前中間(当期)
純利益 

  2,779 377 3,925 

減価償却費   675 731 1,463 

減損損失   847 627 891 

過年度人件費    － 729 － 

持分法による投資利益   △170 △22 △286 

通貨スワップ評価損益
（評価益：△） 

  △211 △79 △302 

貸倒引当金の増減額（減
少：△） 

  0 △0 0 

退職給付引当金の増減額
（減少：△） 

  16 14 37 

役員退職慰労引当金の増
減額（減少：△） 

  14 8 29 

ポイント引当金の増加額   61 71 130 

賞与引当金の増減額（減
少：△） 

  △35 457 △14 

役員賞与引当金増減額
（減少：△）  

  － △35 － 

長期貸付金の家賃相殺額   128 144 264 

敷金・保証金の家賃相殺
額 

  324 299 635 

有形固定資産除却損   86 41 161 

受取利息及び受取配当金   △22 △32 △63 

支払利息   2 12 4 

為替差損益（差益：△）   △5 △1 △5 

売上債権の増減額（増
加：△） 

  △797 △882 △223 

たな卸資産の増減額（増
加：△） 

  △1,033 △399 35 

仕入債務の増減額（減
少：△） 

  2,916 2,469 △785 

未払消費税等の増減額
（減少：△） 

  69 △32 181 

役員賞与の支払額   △33 － △33 

その他   367 621 224 

小計   5,978 5,119 6,269 

 



   
前中間連結会計期間 

(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日)

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

利息及び配当金の受取額   7 16 45 

利息の支払額   △1 △25 △4 

法人税等の支払額   △701 △1,182 △1,599 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  5,282 3,928 4,710 

         

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

       

定期預金の預入による支
出 

  △3,430 △810 △4,860 

定期預金の払戻による収
入 

  2,420 1,920 4,340 

有形固定資産の取得によ
る支出 

  △2,530 △1,233 △3,700 

有形固定資産の売却によ
る収入 

  － － 13 

有形固定資産の除却に伴
う支出 

  △20 △22 △53 

投資有価証券の取得によ
る支出 

  △1,000 － △1,000 

敷金・保証金の差入によ
る支出 

  △252 △119 △490 

敷金・保証金の返還によ
る収入 

  172 86 315 

貸付けによる支出   △368 △208 △415 

貸付金の回収による収入   13 6 18 

出店仮勘定の支出額   △133 △260 △254 

その他   △29 △56 △163 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △5,159 △698 △6,250 

 



   
前中間連結会計期間 

(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日)

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

       

長期借入金による収入   － 3,400 － 

長期借入金の返済による
支出  

  － △169 － 

自己株式取得による支出    － △3,300 － 

配当金の支払額   △291 △320 △583 

その他   △1 0 △4 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △293 △390 △588 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

  5 1 5 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加
額（減少額：△） 

  △163 2,841 △2,122 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首
残高 

  5,164 3,041 5,164 

Ⅶ 連結の範囲の変更に伴う現
金及び現金同等物の増加額  

  － 3,610 － 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高 

  5,000 9,493 3,041 

         



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数  １社 

コナカエンタープライズ㈱ 

連結子会社の数  ２社 

 コナカエンタープライズ㈱ 

 ㈱フタタ 

持分法適用関連会社であった

㈱フタタは、当社の完全子会社

となったため、当中間連結会計

期間より、連結子会社としてお

ります。 

なお、みなし取得日を中間決

算日としているため、当中間連

結会計期間は中間貸借対照表

（１月31日）のみを連結してお

ります。 

連結子会社の数  １社 

 コナカエンタープライズ㈱ 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の関連会社数 

２社  

㈱フタタ 

コナカコーポレーション㈱ 

 コナカコーポレーション㈱

は、重要性が増したため、当

中間連結会計期間より、持分

法適用の適用範囲に含めてお

ります。 

(1）持分法適用の関連会社数 

１社  

コナカコーポレーション㈱ 

  ㈱フタタについては、み

なし取得日前については持

分法を適用しております。 

（1）持分法適用の関連会社数 

 ２社  

㈱フタタ 

コナカコーポレーション㈱  

 コナカコーポレーション

㈱は、重要性が増したた

め、当連結会計年度より、

持分法適用の適用範囲に含

めております。 

  (2）持分法適用会社である㈱フタ

タについては、中間決算日が中

間連結決算日と異なるため、当

該会社の財務諸表（１月31日）

を使用しております。 

(2）   ────── (2）持分法適用会社である㈱フタ

タについては、決算日が連結決

算日と異なるため、当該会社の

中間財務諸表（7月31日）を使用

しております。 

  (3）持分法の適用にあたり、発生

した投資差額は発生日以降５年

間で均等償却しております。 

(3）   ────── (3）持分法の適用にあたり、発生

した投資差額は発生日以降５年

間で均等償却しております。 

３．連結子会社の中間決算日

(決算日)等に関する事項 

 連結子会社の中間期の末日は、

中間連結決算日と一致しておりま

す。 

 連結子会社のうち、中間決算日

が中間連結決算日と異なる㈱フタ

タは、当該会社の財務諸表（１月

31日）を使用しております。 

 中間連結財務諸表の作成に当た

っては、同決算日現在の財務諸表

を使用し、連結決算日との間に生

じた重要な取引等については、連

結上必要な調整は行っておりま

す。  

 連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しておりま

す。 

４．株式交換に伴う資本連結

に関する事項  

──────  当社は、株式交換により㈱フタ

タを完全子会社としておりま

す。  

 なお、当社グループの企業結合

は、㈱フタタを被取得企業と判定

し、パーチェス法を適用しており

ます。  

 ────── 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

５．会計処理基準に関する事

項 

     

(1)重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 

────── 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法） 

① 有価証券 

────── 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  ② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

同左 

② デリバティブ 

同左 

  ③ たな卸資産 

商品 

 主として個別法による原

価法 

③ たな卸資産 

商品 

同左 

③ たな卸資産 

商品 

同左 

  貯蔵品 

 終仕入原価法による原

価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

(2)重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法 

 但し、平成10年4月１日以

降に取得した建物（建物附属

設備を除く）については、定

額法を採用しております。 

 なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によ

っております。 

① 有形固定資産 

同左 

① 有形固定資産 

同左 

  ② 無形固定資産 

 定額法 

 なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっておりま

す。 

 但し、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年間）に

基づく定額法によっておりま

す。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

(3)重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

① 貸倒引当金 

同左 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

 従業員への賞与の支給に備

えるため、賞与支給見込額の

当中間連結会計期間負担額を

計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

 従業員への賞与の支給に備

えるため、賞与支給見込額の

当期負担額を計上しておりま

す。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

(3)重要な引当金の計上基

準 

③     ────── ③ 役員賞与引当金  

 役員への賞与の支給に備え

るため、賞与支給見込額の当

中間連結会計期間負担額を計

上する方針ですが、役員賞与

の金額については、通期の業

績などに基づき算定されるこ

ととなっており、中間連結会

計期間においては合理的に見

積ることが困難なため、引当

金の計上はしておりません。 

③ 役員賞与引当金 

 役員への賞与の支給に備え

るため、賞与支給見込額の当

連結会計年度負担額を計上し

ております。 

  ④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

 なお、数理計算上の差異

は、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度より費用処理する

こととしております。 

④ 退職給付引当金 

 従業員への退職給付に備え

るため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当中

間連結会計期間末において発

生していると認められる額を

計上しております。 

 なお、数理計算上の差異

は、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（５

～10年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度より費用処理

することとしております。 

④ 退職給付引当金 

 従業員への退職給付に備え

るため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、計上

しております。 

 なお、数理計算上の差異

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度より費用

処理することとしておりま

す。 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払い

に備えるため、内規に基づく

中間連結会計期間末要支給額

を計上しております。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

 子会社は役員の退職慰労金

の支払いに備えるため、内規

に基づく中間連結会計期間末

要支給額を計上しておりま

す。 

（追加情報）  

 当社は従来、役員の退職慰

労金の支給に備えるため、内

規に基づく要支給額を役員退

職慰労引当金として計上して

おりましたが、平成18年12月

15日開催の定時株主総会終結

時をもって、役員退職慰労金

制度を廃止し、在任役員につ

いては株主総会終結時の要支

給額を退任時に支給すること

を決議いたしました。これに

伴い、当該定時株主総会まで

の期間に対応する役員退職慰

労金を全額取崩し、固定負債

の「長期未払金」として計上

しております。  

⑤ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払い

に備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上しており

ます。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

  ⑥ ポイント引当金 

 当社は、ポイントカードに

より顧客に付与したポイント

の使用に備えるため、当中間

連結会計期間末において将来

使用されると見込まれる額を

計上しております。 

⑥ ポイント引当金 

同左 

⑥ ポイント引当金 

 当社は、ポイントカードに

より顧客に付与したポイント

の使用に備えるため、当連結

会計年度末において将来使用

されると見込まれる額を計上

しております。 

(4)重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、連結決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

(5)重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァインス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

(6)重要なヘッジ会計の方

法  

────── ① ヘッジ会計の方法  

 金利スワップについては特

例処理の要件を満たしている

ため、特例処理を採用してお

ります。 

──────  

    ② ヘッジ手段とヘッジ方法  

 固定利付債券に対して、金

利スワップ（固定支払・変動

受取）をヘッジ手段として用

いております。  

 

    ③ ヘッジ方針  

 固定金利を市場実勢変動金

利に合わせることを目的と

し、利用範囲や取組方針等に

ついては定めた規程に基づき

行っております。  

 

    ④ ヘッジ有効性評価の方法  

 金利スワップは特例処理に

よっているため、有効性の評

価は省略しております。 

 

(7)その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜き

方式によっております。 

 消費税等の会計処理 

同左 

 消費税等の会計処理 

同左 

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

──────  ５年間の定額法で償却しており

ます。  

 同左 

７．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

（固定資産の減損に係る会計基準）  

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。これにより営業利益、経常利益

が4百万円増加し、税金等調整前中

間純利益は843百万円減少しており

ます。  

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき各資産の金額から直接控除

しております。  

 ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これにより営業利益、経常利益が7

百万円増加し、税金等調整前当期純

利益は869百万円減少しておりま

す。  

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に基

づき各資産の金額から直接控除して

おります。  

────── （役員賞与に関する会計基準） 

（追加情報） 

 前連結会計年度の下期より、

「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年

11月29日 企業会計基準第４号）

を適用しております。 

 なお、当中間連結会計期間にお

いて負担すべき支給見込額を合理

的に見積ることが困難であるた

め、役員賞与引当金の計上を行っ

ておりません。 

（役員賞与に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 平成17年11月29日 企業会

計基準第４号）を適用しておりま

す。これにより、営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純利益が35

百万円減少しております。 

 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

（追加情報） 

 前連結会計年度の下期より、

「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企

業会計基準第５号）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日

企業会計基準適用指針第８号）を

適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当す

る金額は48,863百万円でありま

す。 

 なお、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の純資産

の部については、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成してお

ります。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は42,660百万円であります。 

 なお、連結財務諸表規則の改正に

より、当連結会計年度における連結

貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。 

────── （企業結合に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「企業

結合に係る会計基準」（企業会計審

議会 平成15年10月31日）及び「事

業分離等に関する会計基準」（企業

会計基準第７号 平成17年12月27

日）並びに「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第10号

平成17年12月27日）を適用しており

ます。 

────── 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── （中間連結損益計算書）  

「為替差益」は前中間連結会計期間まで営業外収益の

「その他」に含めて表示していましたが、営業外収益の

100分の10を超えたため区分掲記しました。  

なお、前中間連結会計期間における「為替差益」の金

額は33百万円であります。  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年３月31日） 

前連結会計年度 
（平成18年９月30日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額は、16,879百万円でありま

す。 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額は、23,322百万円でありま

す。 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額は、17,450百万円でありま

す。 

※２．担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとおり

であります。 

※２．担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとおり

であります。 

※２．担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとおり

であります。 

(イ）担保に提供している資産 (イ）担保に提供している資産 (イ）担保に提供している資産 

建物及び構築物    541百万円

土地 2,210 

計 2,751 

建物及び構築物  1,428百万円

土地 4,369 

計 5,797 

建物及び構築物    526百万円

土地 2,210 

計 2,737 

(ロ)上記に対応する債務 

 中間連結会計期間末現在該当

する債務はありません。 

(ロ)上記に対応する債務 

同左 

(ロ)上記に対応する債務 

 期末現在該当する債務はあり

ません。 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

※１．当社グループの売上高は、通

常の営業の形態として、下半期

に比し上半期の売上高の割合が

高く上半期と下半期との業績に

季節的変動があります。 

※１．    同左 ※１．  ────── 

※２．販売費及び一般管理費の主な

内訳は、次のとおりでありま

す。 

※２．販売費及び一般管理費の主な

内訳は、次のとおりでありま

す。 

※２．販売費及び一般管理費の主な

内訳は、次のとおりでありま

す。 

広告宣伝費  2,581百万円

給料・賞与 3,128 

賞与引当金繰入額 407 

退職給付費用 75 

賃借料 3,382 

広告宣伝費  2,544百万円

給料・賞与 3,621 

賞与引当金繰入額 885 

退職給付費用 79 

賃借料 3,583 

広告宣伝費  4,516百万円

給料・賞与 6,785 

賞与引当金繰入額 428 

退職給付費用 153 

賃借料 6,878 

※３．  ────── ※３．  ────── ※３．固定資産売却益の内訳は、次

のとおりであります。 

    構築物        0百万円

計 0 

※４．固定資産除却損の内訳は、次

のとおりであります。 

※４．固定資産除却損の内訳は、次

のとおりであります。 

※４．固定資産除却損の内訳は、次

のとおりであります。 

改築及び改装による除却損 改築及び改装による除却損 改築及び改装による除却損 

建物    16百万円

構築物 8 

器具備品 10 

撤去費用 20 

計 55 

建物        3百万円

構築物 0 

器具備品 3 

撤去費用 13 

計 19 

建物     25百万円

構築物 9 

器具備品 13 

撤去費用 42 

計 91 

退店による除却損 退店による除却損 退店による除却損 

建物     22百万円

構築物 0 

器具備品 2 

撤去費用 5 

計 30 

その他の除却損 12 

合計 98 

建物        9百万円

器具備品 1 

撤去費用 1 

計 13 

その他の除却損 8 

合計 41 

建物     56百万円

構築物 0 

器具備品 4 

撤去費用 9 

計 70 

その他の除却損 12 

合計 173 

※５．  ────── ※５．  ────── ※５．固定資産売却損の内訳は、次

のとおりであります。 

    建物        0百万円

計 0 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

※６．減損損失 

当中間連結会計期間におい

て、当社グループは以下の資産

について減損損失を計上しまし

た。  

※６．減損損失 

当中間連結会計期間におい

て、当社グループは以下の資産

について減損損失を計上しまし

た。  

※６．減損損失 

当連結会計年度において、当

社グループは以下の資産につい

て減損損失を計上しました。  

用途 種類 場所 

営業店

舗30店

舗 

建物 

土地 

その他 

神奈川

県横浜

市他 

用途 種類 場所 

営業店

舗13店

舗他 

建物 

土地 

その他 

秋田県

秋田市

他 

用途 種類 場所 

営業店

舗33店

舗 

建物 

土地 

その他 

神奈川

県横浜

市他 

当社グループは、キャッシ

ュ・フローを生み出す 小単位

として店舗毎にグルーピングし

ております。営業活動から生ず

る損益が継続してマイナスであ

る資産グループ及び市場価額が

著しく下落している資産グルー

プの帳簿価額を回収可能額まで

減額し、当該減少額を減損損失

（847百万円）として特別損失に

計上しました。その内訳は、建

物203百万円、土地562百万円、

その他82百万円であります。 

なお、回収可能価額の算定に

あたっては正味売却価額と使用

価値とを比較し、いすれか高い

方を用いて計算しております。

正味売却価額については路線価

に基づいた時価から算出してお

ります。使用価値の算出にあた

っては、将来キャッシュ・フロ

ーを加重平均資本コスト

（5.301％）で割り引いて算出し

ております。 

当社グループは、キャッシ

ュ・フローを生み出す 小単位

として店舗毎にグルーピングし

ております。営業活動から生ず

る損益が継続してマイナスであ

る資産グループ及び市場価額が

著しく下落している資産グルー

プの帳簿価額を回収可能額まで

減額し、当該減少額を減損損失

（627百万円）として特別損失に

計上しました。その内訳は、建

物171百万円、土地413百万円、

その他42百万円であります。 

なお、回収可能価額の算定に

あたっては正味売却価額と使用

価値とを比較し、いすれか高い

方を用いて計算しております。

正味売却価額については路線価

に基づいた時価及び不動産鑑定

評価額から算出しております。

使用価値の算出にあたっては、

将来キャッシュ・フローを加重

平均資本コスト（5.966％）で割

り引いて算出しております。 

当社グループは、キャッシ

ュ・フローを生み出す 小単位

として店舗毎にグルーピングし

ております。営業活動から生ず

る損益が継続してマイナスであ

る資産グループ及び市場価額が

著しく下落している資産グルー

プの帳簿価額を回収可能額まで

減額し、当該減少額を減損損失

（891百万円）として特別損失に

計上しました。その内訳は、建

物237百万円、土地562百万円、

その他90百万円であります。 

なお、回収可能価額の算定に

あたっては正味売却価額と使用

価値とを比較し、いすれか高い

方を用いて計算しております。

正味売却価額については路線価

に基づいた時価から算出してお

ります。使用価値の算出にあた

っては、将来キャッシュ・フロ

ーを加重平均資本コスト

（5.301％）で割り引いて算出し

ております。 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年10月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．発行済株式総数の増加株式数は、㈱フタタを完全子会社とする株式交換に伴う新株発行6,444千株でありま

す。  

   ２．自己株式の増加株式数は、自己株式の取得による増加1,966千株、端株の買取による増加6千株であります。 

   ３．自己株式の減少株式数は端株の売り渡しによる減少及び持分法適用関連会社所有の自己株式（当社株式）の当

社帰属分として34千株の減少であります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 24,702 6,444 － 31,146 

合計 24,702 6,444 － 31,146 

自己株式        

普通株式 78 1,973 34 2,016 

合計 78 1,973 34 2,016 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年12月15日 

定時株主総会 
普通株式 320 13.0 平成18年９月30日 平成18年12月18日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年５月10日 

取締役会 
普通株式 291 利益剰余金 10.0 平成19年３月31日 平成19年６月15日



前連結会計年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．発行済株式総数の増加株式数は平成18年５月11日開催の取締役会決議により平成18年９月１日付をもって普

通株式１株を1.1株に分割したことに伴う増加であります。 

 ２．自己株式の増加株式数は、上記分割に伴う増加として１千株、持分法適用関連会社所有の自己株式（当社株

式）の当社帰属分５千株及び端株の買取による増加２千株であります。 

 ３．自己株式の減少株式数は端株の売り渡しによる減少であります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当連結会計年度増加
株式数（千株） 

当連結会計年度減少
株式数（千株） 

当連結会計年度末株
式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 22,456 2,245 － 24,702 

合計 22,456 2,245 － 24,702 

自己株式        

普通株式 68 9 0 78 

合計 68 9 0 78 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成17年12月20日 

定時株主総会 
普通株式 291 13.0 平成17年９月30日 平成17年12月21日 

平成18年５月11日 

取締役会 
普通株式 291 13.0 平成18年３月31日 平成18年６月15日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年12月15日 

定時株主総会 
普通株式 320  利益剰余金 13.0 平成18年９月30日 平成18年12月18日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

現金及び現金同等物の中間連結会計

期間末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間連結会計

期間末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

現金及び預金勘定   7,420百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△2,420 

現金及び現金同等物 5,000 

現金及び預金勘定     10,313百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△820 

現金及び現金同等物 9,493 

現金及び預金勘定   4,971百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△1,930 

現金及び現金同等物 3,041 



（リース取引関係） 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

・リース物件の所有

権が借主に移転す

ると認められるも

の以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1）借主側 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

中間期末
残高相当
額 
（百万円） 

機械装
置及び
運搬具 

14 6 8 

合計 14 6 8 

(1）借主側 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円）

中間期末
残高相当
額 
（百万円）

機械装
置及び
運搬具 

27 15 12 

合計 27 15 12 

(1）借主側 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械装
置及び
運搬具 

14 9 5 

合計 14 9 5 

  （注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が、有形

固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定してお

ります。 

同左 （注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が、有形固定

資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

  ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

② 未経過リース料期末残高相当

額 

  １年内      4百万円

１年超 3 

合計 8 

１年内         5百万円

１年超 7 

合計 12 

１年内       3百万円

１年超 2 

合計 5 

  （注）未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が、有形固定資産

の中間期末残高等に占める割

合が低いため支払利子込み法

により算定しております。 

同左 （注）未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が、有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため

支払利子込み法により算定し

ております。 

  ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

  支払リース料 2百万円

減価償却費相当

額 
2百万円

支払リース料      2百万円

減価償却費相当

額 
     2百万円

支払リース料     4百万円

減価償却費相当

額 
    4百万円

  ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損

損失はありません。 

 （減損損失について） 

 同左 

（減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券 

当中間連結会計期間末（平成19年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 1,320 1,613 293 

(2)債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 1,320 1,613 293 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

投資事業組合への出資金 20 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 1,663 2,057 394 

(2)債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 2 2 0 

その他 － － － 

(3)その他 184 198 14 

合計 1,850 2,258 408 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)満期保有目的の債券  

国債・地方債 419 

(2)その他有価証券  

割引金融債  210 

社債  50 

非上場株式  22 

投資事業組合への出資金 8 



前連結会計年度末（平成18年９月30日現在） 

その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1)株式 1,320 1,622 302 

(2)債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 1,320 1,622 302 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

投資事業組合への出資金 13 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年３月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（注）１．時価の算定 

通貨スワップ契約を締結している金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

２．契約額等はあくまでもデリバティブ取引における名目的な契約額又は想定元本であり、当該金額自体

がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すものではありません。 

３．上記の通貨スワップ取引は、通貨スワップ契約を締結している金融機関に解約権が付与されている取

引であります。 

当中間連結会計期間末（平成19年３月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（注）１．時価の算定 

通貨スワップ契約を締結している金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

２．契約額等はあくまでもデリバティブ取引における名目的な契約額又は想定元本であり、当該金額自体

がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すものではありません。 

３．上記の通貨スワップ取引は、通貨スワップ契約を締結している金融機関に解約権が付与されている取

引であります。 

前連結会計年度末（平成18年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（注）１．時価の算定 

通貨スワップ契約を締結している金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

２．契約額等はあくまでもデリバティブ取引における名目的な契約額又は想定元本であり、当該金額自体

がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すものではありません。 

３．上記の通貨スワップ取引は、通貨スワップ契約を締結している金融機関に解約権が付与されている取

引であります。 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

通貨 
スワップ取引 

21,328 △318 △318 
受取米ドル・支払円 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

通貨 
スワップ取引 

21,328 △148 △148 
受取米ドル・支払円 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

通貨 
スワップ取引 

21,328 △227 △227 
受取米ドル・支払円 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自 平成17年10月１日 至 平成18年３月31日）、当中間連結会計期間（自 平成18

年10月１日 至 平成19年３月31日）及び前連結会計年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日）

においては、紳士服事業部門の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合

計に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自 平成17年10月１日 至 平成18年３月31日）、当中間連結会計期間（自 平成18

年10月１日 至 平成19年３月31日）及び前連結会計年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日）

においては、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自 平成17年10月１日 至 平成18年３月31日）、当中間連結会計期間（自 平成18

年10月１日 至 平成19年３月31日）及び前連結会計年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日）

においては、海外売上高がないため該当事項はありません。 

 （企業結合等関係） 

当中間連結会計期間 （自 平成18年10月１日 至 平成19年３月31日） 

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業

の名称及び取得した議決権比率 

(1）被取得企業の名称 

㈱フタタ 

(2）被取得企業の事業の内容 

紳士服及びその関連洋品を取扱う紳士服専門店チェーン 

(3）企業結合を行った主な理由 

被取得企業は、九州を地盤とした紳士服専門店チェーンであり、当社と地域での競合もなく、仕入れの一本化

をはじめとしたスケールメリットにより、連結業績の向上に資すると判断したためであります。 

(4）企業結合日 

平成19年１月31日 

(5）企業結合の法的形式 

株式交換 

(6）結合後企業の名称 

㈱フタタ 

(7）取得した議決権比率 

100.0％ 

２．中間連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

期末日をみなし取得日としているため、業績は含まれておりません。 

なお、みなし取得日前については持分法を適用しております。  

３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

取得の対価 

当社の株式 9,975百万円 

取得に直接要した費用  

 アドバイザリー費用等 
 52百万円 

 取得原価  10,028百万円 



４．株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価額 

(1）株式の種類別の交換比率 

普通株式 当社 １：㈱フタタ 23分の10 

(2）交換比率の算定方法 

第三者機関の算定結果（DCF法、類似会社比較法、時価純資産法、市場株価評価法）を総合的に勘案して算出

しました。 

(3）交付株式数及びその評価額 

普通株式 6,444千株 

評価額  9,975百万円 

５．発生したのれん又は負ののれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

(1）発生した負ののれんの金額 

4,264百万円 

(2）発生原因 

株式交換を通じた被取得企業に係る連結上の当社持分増加額と取得原価との差額により発生したものでありま

す。 

(3）償却方法及び償却期間 

５年間の定額法で償却 

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

(1）資産の額及びその主な内訳 

(2）負債の額及びその主な内訳  

７．取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及びその科目名 

該当事項はありません。 

８．企業結合が当中間連結会計期間開始の日に完了したと仮定した場合の当中間連結会計期間の連結損益計算書に及

ぼす影響の概算額 

（注）１．上記情報は、必ずしも将来起こりうるべき事象を示唆するものではありません。また、実際に出資が期

首時点に行われた場合の連結会社の経営成績を示すものではありません。 

２．上記概算額の注記は、監査証明を受けておりません。 

流動資産  7,314百万円 

固定資産  12,607百万円 

資産計  19,922百万円 

流動負債  2,768百万円 

固定負債  546百万円 

負債計  3,315百万円 

売上高  5,291百万円 

営業損失 △179百万円 

経常利益 282百万円 

税金等調整前当期純利益 477百万円 

当期純利益 461百万円 

１株当たり当期純利益 16円93銭 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１株当たり純資産額  1,891円08銭

１株当たり中間純利

益金額 

  62円89銭

１株当たり純資産額  1,677円42銭

１株当たり中間純損

失金額 

   1円07銭

１株当たり純資産額  1,732円42銭

１株当たり当期純利

益金額 

    83円54銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しており

ません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、希薄化効果を

有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

 当社は、平成18年９月１日付で株

式１株につき1.1株の株式分割が前期

首に行われたと仮定した場合におけ

る前連結会計年度の１株当たり情報

の各数値はそれぞれ以下のとおりで

あります。 

    １株当たり純資産額  1,669円78銭

１株当たり当期純利

益金額 

    87円75銭

 
前中間連結会計期間 

(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日)

前連結会計年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日)

中間（当期）純利益又は中間純損失

(△)（百万円） 
1,408 △29 2,057 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

（うち利益処分による役員賞与金） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益又

は普通株式に係る中間純損失(△)（百

万円） 

1,408 △29 2,057 

期中平均株式数（千株） 22,388 29,129 24,624 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

 平成18年５月11日開催の当社取締

役会の決議に基づき、次のように株

式分割による新株式を発行いたしま

す。 

平成18年９月１日付をもって普通

株式１株につき1.1株に分割します。 

(1）分割により増加する株式数 

 普通株式   2,245,698株 

(2）分割方法 

 平成18年８月31日最終の株主

名簿及び実質株主名簿に記載又

は記録された株主の所有株式数

を、１株につき1.1株の割合をも

って分割します。 

 当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前中間連結会

計期間及び前連結会計年度におけ

る１株当たり情報並びに当期首に

行われたと仮定した場合の当中間

連結会計期間における１株当たり

情報は、それぞれ以下のとおりと

なります。 

前中間連結
会計期間 

当中間連結
会計期間 

前連結会計
年度 

１株当たり
純資産額 

１株当たり
純資産額 

１株当たり
純資産額 

1,642.35円 1,719.16円 1,669.78円 

１株当たり
中間純利益
金額 

１株当たり
中間純利益
金額 

１株当たり
当期純利益
金額 

62.29円 57.18円 87.75円 

 当社は、平成19年２月２日開催の

当社取締役会において、持分法適用

関連会社であるコナカコーポレーシ

ョン㈱の株式を譲渡することを決議

いたしました。 

  １．株式譲渡の理由 

 当社は、平成16年２月より

「衣・食・住」を柱にグループ

戦略をはかってまいりました

が、平成18年12月に㈱フタタを

完全子会社とし、新たにグルー

プ戦略を見直した結果、コナカ

コーポレーション㈱の株式を譲

渡するものであります。 

２．株式譲渡先の名称  

 昭和住宅㈱ 

 ３．譲渡する会社の名称及び事業

内容 

 (1)会社の名称 

 コナカコーポレーション㈱ 

 (2)事業内容 

 分譲マンション・一戸建て住

宅の販売 

 ４．株式譲渡の時期 

 (1)有価証券譲渡契約締結日 

 平成19年４月23日 

 (2)所有権移転日 

 平成19年４月27日 

 ５．譲渡株式数及び譲渡価額 

 (1)譲渡株式数  1,600株 

 (2)譲渡価額  142百万円 

当社は、平成18年８月19日開催の

取締役会において当社と株式会社フ

タタ（以下「フタタ」という。）と

の株式交換による完全子会社化の決

議を行い、平成18年11月15日開催の

臨時株主総会において当社を完全親

会社としフタタを完全子会社とする

株式交換契約を行うことについて、

承認可決されました。 

株式交換に関する事項の概要は以

下のとおりであります。 

１．株式交換を行う理由  

紳士服小売業界を取り巻く環

境は、市場での優位性確保のた

め、企業再編が急速に進展する

ほか、業態の垣根を越えての競

争が激化し、大きな変革期を迎

えております。さらに顧客のニ

ーズは多様化しており、価格・

品質・ファッション性の追求を

高いレベルで実現する事が求め

られております。  

このような環境下、両社は、

平成15年１月24日、業務提携及

び資本提携を行い、これ以降、

３年半に亘り、仕入・商品開

発・従業員研修・店舗運営他広

範囲に及ぶ相乗効果追求の為、

営業力の向上・仕入機能の強

化・業務コストの省力化を主眼

として具体的な協議を友好的に

重ね、これらに相応の実効性・

発展性があることを確認する事

となりました。  

こうした経緯を踏まえ、更な

る実効性を担保するため、両社

が互いに最良のパートナーであ

るとの認識から、両社が一体と

なった経営体制の実現をはかる

ことが最善の選択肢であると判

断し、株式交換契約を締結いた

しました。  

 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

    ２．株式交換の条件等  

(1）株式交換の日程  

平成18年11月15日 

臨時株主総会  

平成18年12月16日 

株式交換期日  

(2）株式交換比率  

㈱フタタ普通株式１株に対し当社

普通株式の23分の10株を割当交付

いたします。 

 
 ㈱コナカ 

 (完全親会社) 

 ㈱フタタ 

 (完全子会社)

株式交換比率   １  23分の10 

    ３．株式会社フタタの概要 

（平成18年１月31日）  

 なお、当該株式交換契約に関し、

会社法第797条第１項による反対株主

からの株式買取請求権（591,180株）

を受けております。  

 代表者 
代表取締役社長 

二田 孝文 

 資本金 8,088百万円 

 所在地 
福岡市中央区天神３丁目１番１

号 

事業内容 
紳士服及びその関連洋品を取扱

う紳士服専門店チェーン 

売上高及

び当期純

利益 

売上高  11,204百万円 

当期純利益  123百万円 

資産、負

債及び純

資産の状

況  

資産合計  21,150百万円 

負債合計  3,383百万円 

純資産合計  17,767百万円 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成18年３月31日） 
当中間会計期間末 

（平成19年３月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金   7,303     6,878     4,844    

２．売掛金   1,469     1,776     896    

３．たな卸資産   12,042     11,304     10,970    

４．繰延税金資産   360     901     359    

５．その他   378     627     420    

貸倒引当金   △0     －     △0    

流動資産合計     21,553 37.1   21,489 31.7   17,491 32.5 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

(1）建物 ※２ 8,557     8,986     8,584    

(2）土地 ※２ 7,442     7,036     7,449    

(3）その他   2,652     2,444     2,605    

有形固定資産合計     18,652 32.2   18,466 27.3   18,639 34.5 

２．無形固定資産     451 0.8   366 0.5   407 0.8 

３．投資その他の資産                    

(1）投資有価証券   1,634     1,469     1,635    

(2）関係会社株式   2,194     12,222     2,194    

(3）敷金・保証金   9,939     9,565     9,699    

(4）繰延税金資産   283     498     342    

(5）その他   3,332     3,680     3,500    

貸倒引当金   △17     △14     △17    

投資その他の資産
合計     17,367 29.9   27,422 40.5   17,354 32.2 

固定資産合計     36,471 62.9   46,255 68.3   36,400 67.5 

資産合計     58,024 100.0   67,745 100.0   53,892 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 

（平成18年３月31日） 
当中間会計期間末 

（平成19年３月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形   6,248     6,182     4,100    

２．買掛金   3,162     2,113     1,522    

３．１年内返済予定長
期借入金    －     680     －    

４．未払金   344     1,073     122    

５．未払法人税等   1,610     1,130     1,280    

６．賞与引当金   398     862     416    

７．その他 ※３ 1,706     1,751     1,495    

流動負債合計     13,470 23.2   13,793 20.3   8,937 16.5 

Ⅱ 固定負債                    

１．長期借入金   －     2,550     －    

２．長期未払金    －     822     －    

３．退職給付引当金   781     816     801    

４．役員退職慰労引当
金   800     －     815    

５．ポイント引当金   677     817     746    

６．長期預り保証金   216     373     245    

７．その他   10     9     9    

固定負債合計     2,485 4.3   5,388 8.0   2,618 4.9 

負債合計     15,956 27.5   19,182 28.3   11,556 21.4 

（資本の部）                    

Ⅰ 資本金     5,305 9.1   － －   － － 

Ⅱ 資本剰余金                    

１．資本準備金   4,770     －     －    

２．その他資本剰余金   0     －     －    

資本剰余金合計     4,770 8.2   － －   － － 

Ⅲ 利益剰余金                    

１．利益準備金   370     －     －    

２．任意積立金   28,635     －     －    

３．中間未処分利益   2,231     －     －    

利益剰余金合計     31,236 53.9   － －   － － 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金     768 1.3   － －   － － 

Ⅴ 自己株式     △12 △0.0   － －   － － 

資本合計     42,068 72.5   － －   － － 

負債・資本合計     58,024 100.0   － －   － － 

                     
 



   
前中間会計期間末 

（平成18年３月31日） 
当中間会計期間末 

（平成19年３月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     － －   5,305 7.8   5,305 9.8 

２．資本剰余金                     

(1）資本準備金   －     14,745     4,770     

(2）その他資本剰余
金 

  －     0     0     

資本剰余金合計     － －   14,745 21.8   4,770 8.9 

３．利益剰余金                     

(1）利益準備金   －     370     370     

(2）その他利益剰余
金 

                    

圧縮記帳積立金   －     320     325     

別途積立金   －     29,300     28,300     

繰越利益剰余金   －     1,163     2,509     

利益剰余金合計     － －   31,154 46.0   31,505 58.5 

４．自己株式     － －   △3,316 △4.9   △16 △0.0 

株主資本合計     － －   47,888 70.7   41,565 77.2 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評
価差額金 

    － －   674 1.0   770 1.4 

評価・換算差額等合
計 

    － －   674 1.0   770 1.4 

純資産合計     － －   48,562 71.7   42,336 78.6 

負債純資産合計     － －   67,745 100.0   53,892 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（平成17年10月１日から 
平成18年３月31日まで） 

当中間会計期間 
（平成18年10月１日から 
平成19年３月31日まで） 

前事業年度の要約損益計算書 
（平成17年10月１日から 

平成18年９月30日まで） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 ※１   28,058 100.0   27,586 100.0   50,653 100.0 

Ⅱ 売上原価     12,116 43.2   12,018 43.6   21,703 42.8 

売上総利益     15,941 56.8   15,567 56.4   28,950 57.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費     12,875 45.9   14,132 51.2   25,287 49.9 

営業利益     3,066 10.9   1,435 5.2   3,662 7.3 

Ⅳ 営業外収益                    

１．受取利息   23     30     50    

２．通貨スワップ評価
益   211     79     302    

３．その他   224 458 1.6 257 367 1.3 445 798 1.5 

Ⅴ 営業外費用                    

１．支払利息   2     12     4    

２．その他   11 13 0.0 3 15 0.0 12 16 0.0 

経常利益     3,510 12.5   1,787 6.5   4,444 0.8 

Ⅵ 特別利益     － －   0 0.0   200 0.4 

Ⅶ 特別損失  ※2.3   945 3.4   1,409 5.1   1,065 2.1 

税引前中間（当
期）純利益     2,564 9.1   378 1.4   3,579 7.1 

法人税、住民税及
び事業税   1,543     1,040     2,057    

法人税等調整額   △191 1,351 4.8 △631 408 1.5 △251 1,805 3.6 

中間（当期）純利
益又は損失(△)     1,213 4.3   △30 △0.1   1,774 3.5 

前期繰越利益     1,017     －     －  

中間配当額     －     －     －  

中間未処分利益     2,231     －     －  

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株
式 

株主資
本合計 資本準

備金 

その他
資本剰
余金 

資本剰
余金合
計 

利益準
備金 

その他利益剰余金 
利益剰
余金合
計 

圧縮記
帳積立
金 

別途積
立金 

繰越利
益剰余
金 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

5,305 4,770 0 4,770 370 325 28,300 2,509 31,505 △16 41,565 

中間会計期間中の変動額                      

新株の発行   9,975   9,975         －   9,975 

別途積立金の積立       －     1,000 △1,000 －   － 

圧縮記帳積立金の取崩        －   △4   4 －   － 

剰余金の配当        －       △320 △320   △320 

中間純損失       －       △30 △30   △30 

自己株式の取得       －         － △3,300 △3,300 

自己株式の処分     △0 △0         － 0 0 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

      －         －   － 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ 9,975 △0 9,975 － △4 1,000 △1,346 △351 △3,300 6,323 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

5,305 14,745 0 14,745 370 320 29,300 1,163 31,154 △3,316 47,888 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

770 770 42,336 

中間会計期間中の変動額      

新株の発行   － 9,975 

別途積立金の積立    － － 

圧縮記帳積立金の取崩   － － 

剰余金の配当   － △320 

中間純損失   － △30 

自己株式の取得   － △3,300 

自己株式の処分   － 0 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

△96 △96 △96 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△96 △96 6,226 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

674 674 48,562 



前事業年度の株主資本等変動計算書（平成17年10月１日から平成18年９月30日まで） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株
式 

株主資
本合計 資本準

備金 

その他
資本剰
余金 

資本剰
余金合
計 

利益準
備金 

その他利益剰余金 
利益剰
余金合
計 

圧縮記
帳積立
金 

別途積
立金  

繰越利
益剰余
金 

平成17年９月30日 残高 
（百万円） 

5,305 4,770 0 4,770 370 345 26,700 2,930 30,346 △11 40,410 

事業年度中の変動額                      

圧縮記帳積立金の取崩 
（利益処分）  

      －   △10   10 －   － 

圧縮記帳積立金の取崩       －   △9   9 －   － 

別途積立金の積立        －     1,600 △1,600 －   － 

剰余金の配当（利益処分）       －       △291 △291   △291 

剰余金の配当 
（中間配当額）  

      －       △291 △291   △291 

利益処分による役員賞与       －       △31 △31   △31 

当期純利益       －       1,774 1,774   1,774 

自己株式の取得        －         － △4 △4 

自己株式の処分     0 0         － 0 0 

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

      －         －   － 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 0 0 － △20 1,600 △420 1,159 △4 1,154 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

5,305 4,770 0 4,770 370 325 28,300 2,509 31,505 △16 41,565 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成17年９月30日 残高 
（百万円） 

753 753 41,163 

事業年度中の変動額      

圧縮記帳積立金の取崩 
（利益処分）  

  － － 

圧縮記帳積立金の取崩    － － 

別途積立金の積立    － － 

剰余金の配当（利益処分）    － △291 

剰余金の配当  
（中間配当額）  

  － △291 

利益処分による役員賞与   － △31 

当期純利益   － 1,774 

自己株式の取得   － △4 

自己株式の処分   － 0 

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

17 17 17 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

17 17 1,172 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

770 770 42,336 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  その他有価証券 

 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は、

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は、

全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は、全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定） 

   時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

同左 

 時価のないもの 

同左 

  (2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

  (3）たな卸資産 

商品 

 個別法による原価法 

(3）たな卸資産 

商品 

同左 

(3）たな卸資産 

商品 

同左 

  貯蔵品 

 終仕入原価法による原価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法 

 但し、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備

を除く）については、定額法を

採用しております。 

 なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

 定額法 

 なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。 

 但し、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年間）に基づく

定額法によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員への賞与の支給に備え

るため、賞与支給見込額の当中

間会計期間負担額を計上してお

ります。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員への賞与の支給に備え

るため、賞与支給見込額の当期

負担額を計上しております。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

３．引当金の計上基準 (3）   ──────  (3）役員賞与引当金  

 役員への賞与の支給に備える

ため、賞与支給見込額の当中間

会計期間負担額を計上する方針

ですが、役員賞与の金額につい

ては、通期の業績などに基づき

算定されることとなっており、

当中間会計期間においては合理

的に見積ることが困難なため、

引当金の計上はしておりませ

ん。 

(3）役員賞与引当金  

 役員への賞与の支給に備える

ため、賞与支給見込額の当事業

年度負担額を計上しておりま

す。 

  (4）退職給付引当金 

 従業員への退職給付に備える

ため、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会計期間末

において発生していると認めら

れる額を計上しております。な

お、数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度より費用処理する

こととしております。 

(4）退職給付引当金 

同左 

(4）退職給付引当金 

 従業員への退職給付に備える

ため、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、計上しておりま

す。なお、数理計算上の差異

は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度より費用処理することと

しております。 

  (5）役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支払いに備

えるため、内規に基づく中間会

計期間末要支給額を計上してお

ります。 

(5）役員退職慰労引当金 

 当社は従来、役員の退職慰労

金の支給に備えるため、内規に

基づく要支給額を役員退職慰労

引当金として計上しておりまし

たが、平成18年12月15日開催の

定時株主総会終結時をもって、

役員退職慰労金制度を廃止し、

在任役員については株主総会終

結時の要支給額を退任時に支給

することを決議いたしました。 

 これに伴い、当該定時株主総

会までの期間に対応する役員退

職慰労金を全額取崩し、固定負

債の「長期未払金」として計上

しております。 

(5）役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支払いに備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

  (6）ポイント引当金 

 ポイントカードにより顧客に

付与したポイントの使用に備え

るため、当中間会計期間末にお

いて将来使用されると見込まれ

る額を計上しております。 

(6）ポイント引当金 

同左 

(6）ポイント引当金 

 ポイントカードにより顧客に

付与したポイントの使用に備え

るため、当事業年度末において

将来使用されると見込まれる額

を計上しております。 

４．外貨建資産・負債の本邦

通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左 外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜

き方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

（固定資産の減損に係る会計基準）  

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これにより営業利益、経常利益が４

百万円増加し、税引前中間純利益は

843百万円減少しております。  

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。  

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号）

を適用しております。 

 これにより、営業利益、経常利益

が７百万円増加し、税引前当期純利

益は869百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き各資産の金額から直接控除してお

ります。 

──────  （役員賞与に関する会計基準） 

（追加情報）  

 前事業年度の下期より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年11月29日

企業会計基準第４号）を適用して

おります。 

 なお、当中間会計期間において

負担すべき支給見込額を合理的に

見積ることが困難であるため、役

員賞与引当金の計上を行っており

ません。  

（役員賞与に関する会計基準） 

 当事業年度より、「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準委員

会 平成17年11月29日 企業会計基

準第４号）を適用しております。こ

れにより、営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益が33百万円減少し

ております。 

 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 （追加情報）  

 前事業年度の下期より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準委員

会 平成17年12月９日 企業会計

基準第５号）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成17年12月９日 企業

会計基準適用指針第８号）を適用

しております。 

 従来の資本の部の合計に相当す

る金額は48,562百万円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における

中間貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間財務諸表等規則の改

正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は42,336百万円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表

の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。 

────── （企業結合に係る会計基準）  

 当中間会計期間より、「企業結合

に係る会計基準」（企業会計審議会

平成15年10月31日）及び「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計基

準第７号 平成17年12月27日）並び

に「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企

業会計基準適用指針第10号 平成17

年12月27日）を適用しております。 

────── 

項目 
前中間会計期間末 

（平成18年３月31日） 
当中間会計期間末 

（平成19年３月31日） 
前事業年度末 

（平成18年９月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償

却累計額 
          16,812百万円                17,710百万円                17,355百万円 

※２ 担保提供資産 (イ）担保提供資産 (イ）担保提供資産 (イ）担保提供資産 

  建物    541百万円

土地 2,210 

計 2,751 

建物       482百万円

土地 1,796 

計 2,278 

建物       526百万円

土地 2,210 

計 2,737 

  (ロ）上記に対応する債務 

中間期末現在該当する債務は

ありません。 

(ロ）上記に対応する債務 

同左 

(ロ）上記に対応する債務 

期末現在該当する債務はあり

ません。 

※３ 消費税等の取り扱い 仮払消費税等と仮受消費税等は

相殺して流動負債の「その他」に

含めて表示しております。 

同左 ────── 



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

※１ 売上高の季節的変動 当社の売上高は、通常の営業の形

態として、下半期に比し上半期の

売上高の割合が高く上半期と下半

期との業績に季節的変動がありま

す。 

当中間会計期間末に至る１年間の

売上高は次のとおりであります。 

当社の売上高は、通常の営業の形

態として、下半期に比し上半期の

売上高の割合が高く上半期と下半

期との業績に季節的変動がありま

す。 

当中間会計期間末に至る１年間の

売上高は次のとおりであります。 

────── 

  前事業年度の

下半期 
  22,089百万円

当中間期 28,058 

  50,147 

前事業年度の

下半期 
    22,595百万円

当中間期 27,586 

  50,181 

 

※２ 特別損失 特別損失のうち主要なもの 特別損失のうち主要なもの 特別損失のうち主要なもの 

  減損損失   847百万円 減損損失       655百万円

過年度人件費 712百万円

減損損失       891百万円

   

※３ 減損損失  当中間会計期間において、当社

は以下の資産について減損損失を

計上しました。   

 当中間会計期間において、当社

は以下の資産について減損損失を

計上しました。   

 当事業年度において、当社は以

下の資産について減損損失を計上

しました。   

  用途 種類 場所 

営業店

舗30店

舗 

建物 

土地 

その他 

神奈川

県横浜

市他 

用途 種類 場所 

営業店

舗14店

舗他 

建物 

土地 

その他 

秋田県

秋田市

他 

用途 種類 場所 

営業店

舗33店

舗 

建物 

土地 

その他 

神奈川

県横浜

市他 

  当社は、キャッシュ・フローを

生み出す 小単位として店舗毎に

グルーピングしております。営業

活動から生ずる損益が継続してマ

イナスである資産グループ及び市

場価額が著しく下落している資産

グループの帳簿価額を回収可能額

まで減額し、当該減少額を減損損

失（847百万円）として特別損失に

計上しました。その内訳は、建物

203百万円、土地562百万円、その

他82百万円であります。 

なお、回収可能額の算定にあた

っては正味売却価額と使用価値と

を比較し、いすれか高い方を用い

て計算しております。正味売却価

額については路線価に基づいた時

価から算出しております。使用価

値の算出にあたっては、将来キャ

ッシュ・フローを加重平均資本コ

スト（5.301％）で割り引いて算出

しております。 

当社は、キャッシュ・フローを

生み出す 小単位として店舗毎に

グルーピングしております。営業

活動から生ずる損益が継続してマ

イナスである資産グループ及び市

場価額が著しく下落している資産

グループの帳簿価額を回収可能額

まで減額し、当該減少額を減損損

失（655百万円）として特別損失に

計上しました。その内訳は、建物

195百万円、土地413百万円、その

他46百万円であります。 

なお、回収可能額の算定にあた

っては正味売却価額と使用価値と

を比較し、いすれか高い方を用い

て計算しております。正味売却価

額については路線価に基づいた時

価及び不動産鑑定評価額から算出

しております。使用価値の算出に

あたっては、将来キャッシュ・フ

ローを加重平均資本コスト

（5.966％）で割り引いて算出して

おります。 

当社は、キャッシュ・フローを

生み出す 小単位として店舗毎に

グルーピングしております。営業

活動から生ずる損益が継続してマ

イナスである資産グループ及び市

場価額が著しく下落している資産

グループの帳簿価額を回収可能額

まで減額し、当該減少額を減損損

失（891百万円）として特別損失に

計上しました。その内訳は、建物

237百万円、土地562百万円、その

他90百万円であります。 

なお、回収可能価額の算定にあ

たっては正味売却価額と使用価値

とを比較し、いすれか高い方を用

いて計算しております。正味売却

価額については路線価に基づいた

時価から算出しております。使用

価値の算出にあたっては、将来キ

ャッシュ・フローを加重平均資本

コスト（5.301％）で割り引いて算

出しております。 

 ４ 減価償却実施額      

(1)有形固定資産        656百万円               698百万円                   1,417百万円 

(2)無形固定資産       48百万円             50百万円         100百万円 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年10月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式の増加1,973千株は、自己株式の取得による1,966千株及び単元未満株式の買取による6千

株の増加であります。  

２．当期減少株式数は売り渡し請求によるものであります。 

前事業年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式の増加3千株は、平成18年９月１日付の株式分割による1千株の増加及び単元未満株式の買

取による2千株の増加であります。  

２．当期減少株式数は売り渡し請求によるものであります。 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式 15 1,973 0 1,988 

合計 15 1,973 0 1,988 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当事業年度増加株式
数（千株） 

当事業年度減少株式
数（千株） 

当事業年度末株式数
（千株） 

普通株式 11 3 0 15 

合計 11 3 0 15 



（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）借主側 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

(1）借主側 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

(1）借主側 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 

 
取得価額
相当額 

（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 

（百万円） 

中間期末
残高相当
額 

（百万円）

有形固
定資産
のその
他 

14 6 8 

合計 14 6 8 

 
取得価額
相当額 

（百万円）

減価償却
累計額相
当額 

（百万円）

中間期末
残高相当
額 

（百万円）

有形固
定資産
のその
他 

19 8 11 

合計 19 8 11 

 
取得価額
相当額 

（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 

（百万円） 

期末残高
相当額 

（百万円）

有形固
定資産
のその
他 

14 9 5 

合計 14 9 5 

  （注）取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

同左 （注）取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

  ② 未経過リース料中間期末残

高相当額 

② 未経過リース料中間期末残

高相当額 

② 未経過リース料期末残高相

当額 

  １年内      4百万円

１年超 3 

合計 8 

１年内          5百万円

１年超 6 

合計 11 

１年内          3百万円

１年超 2 

合計 5 

  （注）未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため支払利

子込み法により算定してお

ります。 

同左 （注）未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため支払利子込み法によ

り算定しております。 

  ③ 支払リース料及び減価償却

費相当額 

③ 支払リース料及び減価償却

費相当額 

③ 支払リース料及び減価償却

費相当額 

  支払リース料   2百万円

減価償却費相当額 2百万円

支払リース料      2百万円

減価償却費相当額      2百万円

支払リース料       4百万円

減価償却費相当額 4百万円

  ④ 減価償却費相当額の算定方

法 

 リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額

法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方

法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方

法 

同左 

  （減損損失について） 

リース資産に配分された減

損損失はありません。 

（減損損失について） 

同左 

（減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年３月31日） 

当中間会計期間末（平成19年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。  

前事業年度末（平成18年９月30日） 

 （企業結合等関係） 

当中間会計期間（自 平成18年10月１日 至 平成19年３月31日）  

(1）中間連結財務諸表 注記事項 企業結合等関係に記載のとおりであります。 

関連会社株式で時価のあるもの  

  
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

関連会社株式 2,064 1,764 △300 

関連会社株式で時価のあるもの  

  
貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

関連会社株式 2,064 2,736 671 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

前中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１株当たり純資産額  1,874円31銭

１株当たり中間純利

益金額 

  54円07銭

１株当たり純資産額  1,665円49銭

１株当たり中間純損

失金額 

   1円11銭

１株当たり純資産額  1,714円89銭

１株当たり当期純利

益金額 

    71円86銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しており

ません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、希薄化効果を

有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

 当社は、平成18年９月１日付で株

式１株につき1.1株の株式分割が前期

首に行われたと仮定した場合におけ

る前事業年度の１株当たり情報の各

数値はそれぞれ以下のとおりであり

ます。 

    １株当たり純資産額  1,665円96銭

１株当たり当期純利

益金額 

    87円32銭

 
前中間会計期間 

(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

当中間会計期間 
(自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日)

前事業年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日)

中間（当期）純利益又は中間純損失

金額(△)（百万円） 
1,213 △30 1,774 

普通株主に帰属しない金額（百万

円） 
－ － － 

（うち利益処分による役員賞与金） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

又は普通株式に係る中間純損失(△)

（百万円） 

1,213 △30 1,774 

期中平均株式数（千株） 22,445 29,158 24,689 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

 平成18年５月11日開催の当社取締

役会の決議に基づき、次のように株

式分割による新株式を発行いたしま

す。 

平成18年９月１日付をもって普通

株式１株につき1.1株に分割します。 

(1）分割により増加する株式数 

普通株式  2,245,698株 

(2）分割方法 

 平成18年８月31日 終の株主

名簿及び実質株主名簿に記載又

は記録された株主の所有株式数

を、１株につき1.1株の割合をも

って分割します。 

 当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前中間会計期

間及び前事業年度における１株当

たり情報並びに当期首に行われた

と仮定した場合の当中間会計期間

における１株当たり情報は、それ

ぞれ以下のとおりとなります。 

前中間会計
期間 

当中間会計
期間 

前事業年度 

１株当たり
純資産額 

１株当たり
純資産額 

１株当たり
純資産額 

1,640.99円 1,703.92円 1,665.96円 

１株当たり
中間純利益
金額 

１株当たり
中間純利益
金額 

１株当たり
当期純利益
金額 

61.89円 49.15円 87.32円 

 当社は、平成19年２月２日開催の

当社取締役会において、持分法適用

関連会社であるコナカコーポレーシ

ョン㈱の株式を譲渡することを決議

いたしました。 

１．株式譲渡の理由 

当社は、平成16年２月より

「衣・食・住」を柱にグループ

戦略をはかってまいりました

が、平成18年12月に㈱フタタを

完全子会社とし、新たにグルー

プ戦略を見直した結果、コナカ

コーポレーション株式会社の株

式を譲渡するものであります。 

２．株式譲渡先の名称 

昭和住宅㈱ 

３．譲渡する会社の名称及び事業

内容 

 (1）会社の名称 

コナカコーポレーション㈱ 

(2）事業内容 

 分譲マンション・一戸建て

住宅の販売 

４．株式譲渡の時期 

(1）有価証券譲渡契約締結日 

 平成19年４月23日 

 (2）所有権移転日 

 平成19年４月27日 

 ５．譲渡株式数及び譲渡価額 

 (1）譲渡株式数  1,600株 

 (2）譲渡価額  142百万円 

 当社は、平成18年８月19日開催の

取締役会において当社と㈱フタタ

（以下「フタタ」という。）との株

式交換による完全子会社化の決議を

行い、平成18年11月15日開催の臨時

株主総会において当社を完全親会社

としフタタを完全子会社とする株式

交換契約を行うことについて、承認

可決されました。 

 株式交換に関する事項の概要は以

下のとおりです。 

 １．株式交換を行う理由 

 紳士服小売業界を取り巻く環

境は、市場での優位性確保のた

め、企業再編が急速に進展する

ほか、業態の垣根を越えての競

争が激化し、大きな変革期を迎

えております。さらに顧客のニ

ーズは多様化しており、価格・

品質・ファッション性の追求を

高いレベルで実現する事が求め

られております。 

 このような環境下、両社は、

平成15年１月24日、業務提携及

び資本提携を行い、これ以降、

３年半に亘り、仕入・商品開

発・従業員研修・店舗運営他広

範囲に及ぶ相乗効果追求の為、

営業力の向上・仕入機能の強

化・業務コストの省力化を主眼

として具体的な協議を友好的に

重ね、これらに相応の実効性・

発展性があることを確認する事

となりました。 

 こうした経緯を踏まえ、更な

る実効性を担保するため、両社

が互いに 良のパートナーであ

るとの認識から、両社が一体と

なった経営体制の実現をはかる

ことが 善の選択肢であると判

断し、株式交換契約を締結いた

しました。 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

   当社は、平成19年５月22日開催の

取締役会において、会社法第165条第

３項の規定により読み替えて適用さ

せる同法第156条の規定に基づき、自

己株式を取得すること及びその具体

的な取得方法について決議し、自己

株式の取得を以下のとおり実施いた

しました。  

２．株式交換の条件等 

 (1）株式交換の日程 

平成18年11月15日 

臨時株主総会 

平成18年12月16日 

株式交換期日 

  (1）自己株式取得に関する取締役

会の決議内容  

① 取得する株式の種類 

 当社普通株式 

② 取得する株式の総数  

 28,500株（上限） 

③ 取得する期間  

 平成19年５月23日  

④ 取得価額の総額  

 31百万円（上限）  

⑤ 取得の方法  

 相対取引  

 (2）株式交換比率 

㈱フタタ普通株式１株に対し当社普

通株式の23分の10株を割当交付いた

します。  

 
㈱コナカ 

(完全親会社)  

㈱フタタ 

 (完全子会社)

 株式交換比率 １ 23分の10 

  (2）取得日  

平成19年５月23日  

(3）その他  

上記相対取引による取得の結

果、当社普通株式28,500株（取

得価額30百万円）を取得いたし

ました。  

３．株式会社フタタの概要 

（平成18年１月31日現在）  

 なお、当該株式交換契約に関し、

会社法第797条第１項による反対株

主からの株式買取請求権（591,180

株）を受けております。  

 代表者 
代表取締役社長 

二田 孝文 

 資本金 8,088百万円 

 所在地 
福岡市中央区天神３丁目１番１

号 

事業内容 
紳士服及びその関連洋品を取扱

う紳士服専門店チェーン 

売上高及

び当期純

利益 

売上高  11,204百万円 

当期純利益  123百万円 

資産、負

債及び純

資産の状

況  

資産合計  21,150百万円 

負債合計  3,383百万円 

純資産合計  17,767百万円 



(2）【その他】 

 平成19年５月10日開催の取締役会において、当中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

中間配当による配当金の総額………………291百万円 

１株当たりの金額……………………………10円00銭 

支払請求の効力発生日………………………平成19年6月15日 

（注）平成19年３月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行い

ます。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第33期）（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月15日関東財務局長に提出 

 (2）自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成18年12月１日 至 平成18年12月31日）平成19年１月15日関東財務局長に提出 

 (3）自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成19年５月１日 至 平成19年５月31日）平成19年６月14日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

      平成１８年６月１３日

株式会社 コナカ      

  取締役会 御中    

  新日本監査法人  

 
指定社員 
業務執行社員

  公認会計士 梅澤 厚廣  印 

 
指定社員 
業務執行社員

  公認会計士 中村 雅一  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社コナカの平成１７年１０月１日から平成１８年９月３０日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年

１０月１日から平成１８年３月３１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益

計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社コナカ及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成１７年１０月１日から平成１８年３月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報  

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、固定資産の減損に係る会計基

準を適用した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

      平成１９年６月１３日

株式会社 コナカ      

  取締役会 御中    

  新日本監査法人  

 
指定社員 
業務執行社員

  公認会計士 仙波 春雄  印 

 
指定社員 
業務執行社員

  公認会計士 種本 勇   印 

 
指定社員 
業務執行社員

  公認会計士 湯川 善雄  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社コナカの平成１８年１０月１日から平成１９年９月３０日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年

１０月１日から平成１９年３月３１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益

計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社コナカ及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成１８年１０月１日から平成１９年３月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

      平成１８年６月１３日

株式会社 コナカ      

  取締役会 御中    

  新日本監査法人  

 
指定社員 
業務執行社員

  公認会計士 梅澤 厚廣  印 

 
指定社員 
業務執行社員

  公認会計士 中村 雅一  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社コナカの平成１７年１０月１日から平成１８年９月３０日までの第３３期事業年度の中間会計期間（平成１７年

１０月１日から平成１８年３月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書につ

いて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社コナカの平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年 

１０月１日から平成１８年３月３１日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、固定資産の減損に係る会計基準を

適用した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

      平成１９年６月１３日

株式会社 コナカ      

  取締役会 御中    

  新日本監査法人  

 
指定社員 
業務執行社員

  公認会計士 仙波 春雄  印 

 
指定社員 
業務執行社員

  公認会計士 種本 勇   印 

 
指定社員 
業務執行社員

  公認会計士 湯川 善雄  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社コナカの平成１８年１０月１日から平成１９年９月３０日までの第３４期事業年度の中間会計期間（平成１８年

１０月１日から平成１９年３月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中

間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社コナカの平成１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年 

１０月１日から平成１９年３月３１日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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